
年 月 日 年 月 日

5.昭和
7.平成

(フリガナ) 年 月 年 月 日

都　道 区
市

府　県 郡

＊ 政令で定める額 円

＊ 地方税法上の障害者・寡婦 　１.障害者  　　　　　　2.寡婦

控除対象配偶者及び扶養親族数 人

老人控除対象配偶者及び老人数 人

特定扶養親族数 人

＊ 前年の所得額 ａ 円

＊ 純損失及び雑損失 ｃ 円

印 １．雑損 円

（電話番号　　　　　　　―　　　　　　　　　　） ２．医療費 円

＊ ３．社会保険料 円

（ ） ４．小規模企業共済等掛金 円

控 ５．配偶者特別 円

６．地方税法附則第6条第4項の免除に係る所得額 円

受 人

人

付 除 寡婦又は寡夫

寡婦特別

勤労学生

印
印 控除の合計額　　　ｂ 円

* 控除後の所得額　ａ―ｂ―ｃ 円

１．裏面の注意をよく読んでから、記載例を参考に記入して下さい。　２．★印の欄は、該当する項目を○で囲んで下さい。　３．＊印の欄は、記入する必要がありません。

　*　天災を事由とした場合の意見

平成　　   年　   　月　   　日

　住所

１．あり  ２．なし

学　　　校　　　の　　　所　　　在　　　地

7.平成7.平成

平成　　　年　　　月　　　日

年金事務所長　　あて

学　　　校　　　の　　　名　　　称

年金事務所

　上記のとおり国民年金保険料学生納付特例を申請します。

区役所

　氏名

　　上記のとおり相違ありません

   　　　　年　　　　月　から         (平成　　　年　　　月卒業予定）

却下(理由）

在学期間

国民年金保険料学生納付特例申請書
基礎年金番号 生年月日

被保険者氏名

7.平成

前年の所得の有無 ＊　特例認定区分

扶養親族等・控除

*
控
除
対
象

障害者(特別障害者を除く)の合計数
（本人、控除対象配偶者及び扶養親族）

市町村確認欄

　　年　　　　　　　月　から　　　　　　　　年　　　　　　月　まで　　

学生納付特例を受けようとする期間

　前年において所得税が課されていたか

１．いた　　２．いない

１．該当する

１．該当する

１．該当する

特別障害者の合計数
（本人、控除対象配偶者及び扶養親族）

札幌市

区長

備考欄

＊　申請年月日

＊　学生納付特例承認期間(終期） ＊　法免消滅年月日

＊　審査区分 ＊　申請年度

＊　審査結果

承認

★ ★

★



提出先について
この申請書は、被保険者(学生）が住民票を登録している区役所に提出してください。

記入について
1．　同一世帯に2人以上の被保険者がいる場合は、それぞれの被保険者(学生)ごとにこの申請書を記入のうえ、提出してください｡
2．　太線枠内が記入欄です｡　楷書ではっきりと記入してください｡
3．　「前年所得の有無」及び「前年において所得税が課されていたか」欄は、該当するものを○で囲んでください｡
4．　｢学校の所在地｣欄は、都道府県、郡市、町村名まで記入してください。
5．　｢備考」欄に記入していただきたいこと｡
　　　①　申請される年度または前年度において震災、風水害、火災、その他これに類する災害により、被保険者または所得税法上の
　　　　　控除対象配偶者・扶養親族が所有する住宅、家財、その他の財産に損害を受けたときはその被害額（保険金、損害賠償金等
　　　　　を受けたときはその金額を除く）、及び被害を受けた物件名等、その状況をそれぞれ詳しく記入してください。（記入できない場
　　　　　合は、別の用紙に記入し添付してください。）
　　　②　失業したことにより学生納付特例の申請を行うときは、その旨を記入してください。
　　　③　生活保護法による生活扶助以外の扶助を受けている場合は、その名称及び受給開始年月を記入してください。
6．　この申請書の申請者記入欄に、この申請書の提出年月日、申請者の住所、氏名及び電話番号を記入し、押印してください。（申
　　請者の自署の場合は押印の必要はありません。）

添付書類について
1．　国民年金手帳または基礎年金番号通知書。
　　　(初めて国民年金の資格取得をされた方で、資格取得届とこの申請書を同時に提出される方は必要ありません。）
2．　学生等であることを証明するもの。
　　　(在学証明書または学生証の写し。　市区町村窓口で申請手続きを行う場合は、これらを提示すれば添付する必要はありません。）
3．　前年所得（※）がある場合は、前年所得（※）の状況を明らかにすることができる書類。
　　　（所得があり所得の申告をしていない場合や、1月1日現在市外に住民票のある方は、所得証明書等が必要です。）
　　　　※申請する月が1月から3月までの間である場合には、前々年所得について。
4．　失業したことにより学生納付特例の申請を行うときは、失業をしたことを確認できる雇用保険受給資格者証や雇用保険被保険者
　　離職票などの公的機関の証明書を添付してください。

（注　　　　　　意）


